
法科大学院における平成２５年度の入学者選抜の状況等について

※ １ 平成１６年度は新制度への移行時に当たる。ちなみに、平成１７年度の志願者数は４１,７５６人（▲２７,８３２人（▲６６．７％））、
入学定員充足率は０．９５（▲０．３２（▲３３．７％））。

※２ 入学定員割れの法科大学院は、全６９校中６４校（９３％）。このうち、入学定員を７割以上充足している法科大学院は１９校、
入学定員が５割に満たない法科大学院は４０校。
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（平成２５年４月１日現在 文部科学省専門職大学院室調べ）

志願者数 入学者数
入学定員

充足率※２

【参考】
入学定員

平成２５年度 １３,９２４人 ２,６９８人 ０．６３ ４,２６１人

前年度
（平成２４年度）

１８,４４６人

▲４,５２２人（▲２４.５％）

３,１５０人

▲４５２人（▲１４.３％）

０．７０

▲０．０７（▲１０％）

４,４８４人

▲２２３人（▲５％）

ピーク時 ７２,８００人

▲５８,８７６人（▲８０.９％）

（平成１６年度※１）

５,７８４人

▲３,０８６人（▲５３.４％）

（平成１８年度）

１．０３

▲０．４０（▲３８.８％）

（平成１６年度※１）

５,８２５人

▲１,５６４人（▲２６.８％）

（平成１９年度）
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【参考】 入学定員の適正化の経過 （法科大学院全体の状況）

① 入学定員の削減 ： 平成２２年度から、全ての法科大学院が削減 （約３０％の減）
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（注） グラフ中、「青い囲み」 は入学定員のピーク時から現在までの減少の推移、また、「赤い囲み」 は実入学者数のピーク時から現在までの減少の推移

③ 入学定員充足率の確保などを通じた入学定員と実入学者数の差を
縮小する方向での定員削減の促進

入学定員と組織見直しの
在り方に関する方策の検討

② 競争倍率の確保 ： 合格者数を抑制し、実入学者数も、大幅減少 （５０％強の減）

閣議決定の
数値目標

近年の平均
合格者数

3,000

2,000

規模縮小と志願者減の
悪循環を脱却し、
制度安定化による法曹
養成基盤確立に向けた
検討が必要
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１．公的支援の更なる見直しに基づく２６年度入学定員の見直しの実施

○ 昨年９月、文部科学省において策定・公表した「公的支援の更なる見直し」に基づき、現在、

課題を抱える法科大学院を中心に、本年度の入学状況等を踏まえて２６年度入学定員の

見直しが行われているところ。

○ この検討結果は、本年６月末までに文部科学省に対し、報告される予定。

２．中教審・改善状況調査ＷＧによる教育改善などの取組促進の実施

○ 中教審・法科大学院特別委員会の下に、改善状況調査ＷＧを設置し、全ての法科大学院

に対する書面調査を実施した上、必要に応じてヒアリング、実地調査を実施。

○ 現下の状況を踏まえて、課題を抱える法科大学院の教育改善に係る取組をさらに促進。

３．全ての法科大学院に対する情報提供、検討要請

○ 文部科学省から、全ての法科大学院（※）に対し、法曹養成制度検討会議中間的取りまとめ

における厳しい指摘の状況を伝達するとともに、２５年度の入学状況等も踏まえた入学定員

の適正化や組織見直しなどに関する検討を要請中。

（※）学生募集停止を公表している法科大学院は除く

現在取り組んでいる組織見直し促進方策
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規模縮小 志願者減
悪
循
環

法科大学院全体の質向上

社会の要請に応える
新たな法曹の養成

○ 法科大学院教育の浮揚のため、全体としての質の向上を図る

→ 法科大学院相互の連携強化により、教育資源を有効に活用し、全体の質向上に資する

○ 法曹養成制度改革の理念を実現するため、国際化対応、民間・公務部門の人材育成、継続教育等を充実する

→ 特色ある先導的教育の推進を通じて、社会の要請に応える新たな法曹を育成し、職域拡大にも資する

法科大学院の浮揚のための具体的方策 （イメージ）案

★ 教育資源の有効活用

教育資源の高度化、大学院の連
携・連合を促進

（例）

○ 実績ある教員の派遣等を通じ、法科
大学院全体としての教育の充実・強化

○ 理論と実務に通じた大学教員の養成、
供給機能の強化

○ 教育資源を有効活用した改組転換、
連携・連合の推進

★ 特色ある先導的教育

国際化対応、民間・公務部門の人材育成、
継続教育等の特色ある先導的教育を推進

（例）

○ 世界展開する企業法務に対応した人材養成

○ 知的財産、消費者保護、労働紛争等の分野での人材養成

○ クリニックや継続教育など社会との連携推進

○ 職域の分野拡大に繋がるエクスターンシップの実施

現

状

⇒ プロセス養成や法の支配を支える
人的基盤への悪影響

制度安定化による

法曹養成基盤の確立

優秀で多様な

人材の

法曹への確保
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